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利用者のために

１ 作成方法 

 平成 23 年広島県産業連関表は，総務省，内閣府，金融庁，財務省，文部科学省，厚生労働

省，農林水産省，経済産業省，国土交通省，環境省の 10 府省庁の共同作業として作成され，

平成 27 年 6 月に公表された『平成 23 年(2011 年)産業連関表』（以下「全国表」と言う。）に準

拠して作成したものです。 

２ 対象期間 

 平成 23 年１月から 12 月までの１年間における本県での財・サービス（商品）の生産活動や

取引を対象とします。 

３ 作表回数及び作表年次 

今回の平成 23 年表は，本県では 11 回目の作表となります（簡易延長表を除く）。 

 本県では，これまで，昭和 35 年表，38 年表，45 年表，50 年表，52 年表，60 年表，平成２

年表，７年表，12 年表，17 年表を作成しています。また，簡易延長表として平成 16 年表，20

年表を作成しています。 

産業連関表は，概ね５年に一度，西暦の末尾が０又は５の年を対象に作成されてきましたが，

平成 23 年表は，重要な基礎資料となる経済センサス－活動調査が平成 23 年を対象年次として

実施されたことを受け，全国表に準じて，平成 23 年を対象とする表として作成しました。 

４ 作成した統計表（13 部門，45 部門，108 部門） 

・取引基本表

・各種係数表（投入係数，逆行列係数，最終需要項目別の各種誘発額等，自給率）

・雇用表

５ 統計の表記 

（１）この報告書で用いた記号は，次のとおりです。

「0.0」： 単位未満，数字の前の「－」：負の値 

なお，単位未満の負の値は，「0.0」と表示しています。 

（２）統計表の中には，四捨五入の関係で総計（合計）と内訳が一致しない場合があります。
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６ 部門分類の変更 

日本標準産業分類第 12 回改定（平成 19 年 11 月）に伴い，全国表に準じて部門分類の変更

を行いました。 

平成 17 年表との部門分類比較 

分類 

平成 

17年表 

部門数 

平成 

23年表 

部門数 

主な変更内容 

統 合 

中分類 
108 108 

・「合成樹脂」と「化学繊維」を「合成樹脂・化学繊維」に統合した。 

・「自動車」を「自動車」と「自動車部品・同附属品」に分割した。 

・その他，全国表の変更に準じて，部門の再編，内容変更，名称変更

等を行った。

統 合 

大分類 
43 45 

・「一般機械」他を「はん用機械」，「生産用機械」，「業務用機械」に

再編した。 

・「精密機械」を「業務用機械」，「その他の製造工業製品」に再編・

内容変更した 

・「水道・廃棄物処理」を「水道」と「廃棄物処理」に分割した。 

・その他，全国表の変更に準じて，内容変更，名称変更を行った。

ひな型 13 13 ・全国表の変更に準じて，内容変更，名称変更を行った。

※全国表の変更内容の詳細は，『平成 23 年(2011 年)産業連関表 総合解説編』（総務省）を参照してください。

７ 留意事項 

（１）過去の産業連関表との比較

過去の産業連関表とは部門分類が異なっており，また，概念・定義，推計方法，推計デー

タが変更された部門もあることから，過去の計数との比較には注意が必要です。

（２）部門分類の原則

産業連関表ではアクティビティ・ベース（生産活動単位）を採用しており，同一事業所内

であっても二つ以上の活動が行われている場合には，それぞれ異なった部門に分類していま

す。 

（３）消費税の取扱い

各取引額に消費税を含む，いわゆる「グロス表示」です。

（４）調整項の取扱い

 調整項とは，輸出業者を経由する輸出品の国内流通に係る消費税を計上したものであり，

平成 23 年表では，全国表と同様に，従前の「移輸出」に含まれる分類ではなく，「県内最終

需要計」に含まれる分類として扱っています。 
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 また，逆行列係数や最終需要項目別の各種誘発額を計算する際も，全国表と同様に，次の 

ように取り扱っています。 

 

 ① 移輸入係数は，{移輸入額／（県内需要計－調整項）}で計算しています。 

② 県内最終需要項目別の各種誘発額を計算する際には，調整項に限っては，（１－移輸入

係数）を乗じることなく，直接，逆行列係数を乗じて計算しています。 

  （つまり，調整項が「移輸出」に含まれていた時と同様の計算式になっています。なお，

「移輸出」については，平成 17 年表と同様に，直接，逆行列係数を乗じて計算していま

す。） 

 

８ 解説資料 

 

  産業連関表の概念，理論，産業連関分析などについての解説は，『平成 23 年(2011 年)産業連

関表 総合解説編』（総務省）を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この報告書に関するお問い合わせは，次のところにお願いします。 

〒730-8511 広島市中区基町 10 番 52 号 

広島県総務局統計課 分析グループ 

電話(082)513-2526 (ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)  FAX (082)211-3575 

 

この報告書の内容は，広島県のホームページでも提供しています。 

「広島県統計情報」で検索してください。 
 

ホームページアドレス http://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/toukei/ 
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第１章 推計結果の概要 
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平成 23 年広島県産業連関表からみた県経済 

 

１ 供給側 

平成 23 年の財・サービスの総供給額は 31 兆 8107 億円で，うち県内生産額は 24 兆 3389 億

円，移輸入額は 7兆 4718 億円である。県内生産額の費用構成の内訳は，中間投入額が 12兆 3656

億円，粗付加価値額は 11兆 9733 億円である。 

 

２ 需要側 

平成 23 年の財・サービスの総需要額は 31 兆 8107 億円で，うち中間需要額が 12 兆 3656 億

円，最終需要額が 19 兆 4450 億円である。 

 

図表 1 平成 23 年広島県産業連関表の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※県内最終需要には「調整項」の額（476 億円）を含むため，県内最終需要の額と内訳項目の合計額は一致しない。 

 

【産業連関表とは】 

  産業連関表は，１年間に県内で行われた経済活動を財・サービスの取引関係としてとらえ，それ

を行列形式にまとめたもので，産業構造や産業部門間の関係など県経済の構造を把握できる。また，

産業連関表から求められる各種の係数表を用いて経済波及効果の計測やシミュレーションを行うこ

とができる。 

 

【産業連関表の見方（別紙 13 部門表参照）】 

  産業連関表は，部門ごとにタテ方向（列部門）の計数を見ると，その部門の財・サービスの県内

生産額とその生産に用いられた投入物の構成が分かる。また，部門ごとにヨコ方向（行部門）の計

数を見ると，その部門の財・サービスの県内生産額及び移輸入がどの部門でどれだけ需要されたか

の産出（販売）先の構成が分かる。 

  タテ方向の計（中間投入計＋粗付加価値計）と横方向の計（中間需要計＋最終需要計）は，同じ

県内生産額であり，両者は一致する。 

（単位：10億円）

総需要　　＝中間需要＋最終需要 31 811

県内生産額＝中間需要＋県内最終需要＋移輸出－移輸入 24 339 移輸入 7 472

県内需要　＝中間需要＋県内最終需要 23 437

19 445

11 071

中間生産物の取引

31 811 24 339 （中間需要計＝中間投入計）

12 366 321 6 368 2 468 1 855 12

家 計 外 消 費 支 出 321

粗 付 加 雇 用 者 所 得 5 523

価 値 営 業 余 剰 3 261

11 973 資 本 減 耗 引 当 2 358

間 接 税 － 補 助 金 510

移 輸 入 7 472

最終需要

県内最終需要

家

計

外

消

費

支

出

民

間

消

費

支

出

一

般

政

府

消

費

支

出

県
内
総
固
定
資
本
形
成

在

庫

純

増

移

輸

出

総

供

給

県
内
生
産
額

8 374
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３ 供給側の構成比 

県内生産額に対する中間投入率は 50.8％となり，粗付加価値率は 49.2％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

粗付加価値の内訳は，雇用者所得（46.1％），営業余剰（27.2％），資本減耗引当（19.7％）

などとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 需要側の構成比 

総需要に占める中間需要の割合は 38.9％となり，最終需要の割合は 61.1％となった。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

最終需要の内訳は，移輸出（43.1％），民間消費支出（32.7％），一般政府消費支出（12.7％），

県内総固定資本形成（9.5％）などとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図表 2 県内生産額の構成比 

図表 3 粗付加価値の構成比 

図表 4 総需要の構成比 

図表 5 最終需要の構成比 
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図表 6 平成 23 年産業連関表からみた広島県経済の全体像 

（注）１ この図において，「財」は，統合大分類（45 部門）の分類コード 01～41 及び 68，「サービス」は，

同じく 46～67 及び 69 の合計である。 

２ この図において，消費とは，「家計外消費支出」，「民間消費支出」及び「一般政府消費支出」の合

計，投資とは「県内総固定資本形成」及び「在庫純増」の合計である。なお，「県内最終需要」には，

消費及び投資のほか，「調整項」の額（476 億円）を含む。 

３ 四捨五入していることから，内訳は必ずしも合計と合致しない。 

４ （ ）は，構成比を示す。 

12兆 3656億円 11兆 9733億円

財の投入 サービスの 雇用者所得 営業余剰 資本減耗 その他

投入 引当

7兆 4兆 5兆 3兆 2兆

5314億円 8343億円 5225億円 2614億円 3581億円 8313億円

(60.9%) (39.1%) (46.1%) (27.2%) (19.7%) (6.9%)

中間投入率 粗付加価値率

(50.8%) (49.2%)

24兆 3389億円 移輸入

11兆 3349億円 13兆 40億円 7兆

(46.6%) (53.4%) 4718億円

県内生産額 (76.5%)

移輸入 (23.5%)

総供給 31兆 8107億円 (100.0%)

総需要 31兆 8107億円 (100.0%)

中間需要 (38.9%)

最終需要 (61.1%)

19兆 4450億円

移輸出 (26.3%)

県内最終需要 (34.8%)

11兆 710億円 移輸出

9兆 1562億円 1兆 8672億円 8兆

(82.7%) (16.9%) 3740億円

中間投入 粗付加価値

県内最終需要

消費 投資

県内生産額

財の生産 サービスの生産

最終需要
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(％)

５ 県内生産額の推移 

県内生産額は 24 兆 3389 億円で，平成 18年から平成 23年までの６年間の平均伸び率でみる

と 0.3％の増加となった。 

６ 県内生産額の産業別構成比 

県内生産額の産業別構成比は，製造業の 41.7％が最も大きい。全国の製造業は 30.9％とな

っており，広島県は全国に比べ製造業の割合が高い。 

図表 7 県内生産額及び年平均伸び率の推移 

図表 8 県内生産額の産業別構成比 
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